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1. 背景と目的・本稿の位置づけ 

国土における産業や人口の再配置を進めるにあたり、高

速交通の整備による都市間の接続や時間距離の短縮は重要

な施策の一つである。山﨑 1)によれば、その中でも航空輸

送は、地表上の制約によらず高速で二地点間を結ぶことが

できるという特性を持つ空間克服手段であり、国際空港の

存在は地域のイノベーションにつながるグローバルパイプ

ラインの基盤となる。国土計画上も第四次全国総合開発計

画において、「全国一日交通圏の構築」が掲げられ、空港整

備による高速交通ネットワークの整備が企図された。現在

量的には日本の空港整備は完成を迎えたものの、ネットワ

ークには課題があるとされている 1)。以上の航空機の交通

機関の特性や国土政策上の課題を踏まえると、特定の都市

に集中するのみではない多数の都市間が相互に接続するネ

ットワーク構造の実現が重要であると考えられる。 

 また、観光政策においても、国際空港の整備は重要であ

る。太下 2)は、コロナ禍前の分析ではあるが、政府が目標

とする観光客数を達成しつつ、オーバーツーリズムの弊害

を回避するためには、地方空港で出入国する観光を大幅に

増やす必要があるとしている。観光振興の観点からの海外

との接続についても、特定の空港に限らない海外他都市と

の接続が求められよう。 

 上述の関心に対応する航空ネットワークの現状や変化に

ついて、例えば世界レベルでのネットワーク 3)や、米国 4)や

中国 5)のような規模の大きな国でのネットワークの分析が

行われ、中心性指標など社会ネットワーク分析の手法を用

いた議論が展開されている。また、複数時点間のネットワ

ーク構造を比較し、その変化を議論した分析も存在する
6)7)8)。 

日本国内においては、東京・大阪の二眼レフ構造から東

京一極集中に変化し、東京と地方空港を結ぶ「ビーム路線」

が伸長したことが知られているが 9)、体系的なネットワー

クの分析は行われていない。規制緩和の影響という観点で

運賃についての分析が存在する 10)11)他、特定の時期の規制

緩和の航空ネットワークへの影響については地図上に航空

網を図示するという手法で議論が行われているが 11)12)、各

時点のネットワークの特性は明らかではなく、また長期的

な変化をフォローできていない。 

第二章において議論するように、航空ネットワークの在

り方は個別の国の政策による影響を大きく受けるものであ

るため、日本の動向を明らかにするには独自の分析が必要

であると考えられる。この分析を通じて上述の国土・観光

政策上の関心に対応した航空ネットワークの現状と変化が

明らかになり、今後の政策展開への示唆が得られると期待

される。 

本研究では、航空ネットワークの特性に影響すると想定

される政策を規制の変化・空港の整備の観点から整理（第

2 章）したうえで、長期的な航空ネットワークの変遷を社

会ネットワーク分析の手法も活用しながら分析する（第 3

章：国内線、第4章：国際線）。これらの知見をもって、地

域の振興や国土政策に資するための航空政策への示唆につ

いて議論する（第5章）。 

2. 航空ネットワークの特性に影響する要素 

本章では、航空ネットワークの在り方に影響を及ぼすと

期待される政策的コントロールについて、「規制の変化」と

「空港の整備」の観点から整理する。 

2-1. 規制の変化 

我が国の航空政策は強い規制の下に展開してきた。1960年

代の事故の頻発等による航空産業の苦境の中で国の関与の

下で航空会社の合併と需給調整が進められ、1970年の閣議

了解と 1972 年の運輸大臣通達によるいわゆる「45・47 体
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制」により、大手三社による事業分野のすみわけと保護が

展開された 13)。この体制の下では、利益率の高い路線を各

社が共有し内部補助を行うことでネットワークの維持が図

られた 14)。この体制は1985年まで継続し、以降は段階的に

規制緩和が行われ、1998 年以降の新規航空会社の参入、

2000 年の需要調整規制を廃止した改正航空法の施行へと

至る。ただし、この時期に参入した航空会社は、障壁の高

さから大規模なネットワークを形成するには至らない一方

で、2002年の日本航空・日本エアシステム統合により全日

本空輸と合わせた複占化が進んだ 15)。2010年以降は、国に

よる促進施策や訪日外客の増加といった条件が整い16)2012

年以降 LCC の新規参入が進み、海外からの就航も相次い

でいる 15)。LCC については国内では FSC のない路線への

就航が多いとされ 17)、国際的にはFSCのハブ・アンド・ス

ポークに対し、LCCはポイント・ツー・ポイントのシステ

ムを採用する傾向にあることが指摘されている 18)。 

 こうした規制緩和は、利益率の高い路線への新規参入を

促す一方で、既存航空会社による不採算路線への内部補助

を困難にすることから、特定の空港・路線への集中を強化

すると想定される。同時に、規制緩和の対象は小型機を利

用したコミューター航空に対しても及んでおり 19)、この観

点からすると厳しい規制の下では成立しなかった都市間が

結ばれるようになる可能性も示唆される。また、LCCの普

及は航空需要全体の増大もたらし、それによってネットワ

ークの充実に資することが期待される 20)。 

2-2. 空港の整備 

まず、地方空港（ここでは、三大都市圏以外の空港とす

る）の整備についてみる。1956年に空港整備法が制定され

空港整備が全国で展開されるようになり、「一県一空港」と

も称される空港の全国的配置が達成された。1967年以降の、

空港整備法に基づく空港整備五箇年計画により滑走路の延

長や移転によるジェット機への対応が進められた 21)。ただ

し、これら整備された空港の多くは当初の需要予測を大幅

に下回る利用状況となっており 9)、想定通りのネットワー

クを形成するには至っていないと考えられる。また、近年

は空港の整備がおおむね完了した中で、既設空港の有効活

用に関心が移っており、自治体による航空路線の誘致や空

港の商業化が進んでいる 20)22)。 

東京・大阪の空港に関しては、容量が逼迫してきた歴史

があり、新空港の整備（1978年に新東京（成田）国際空港、

1994年に関西国際空港、2005年に中部国際空港が開業）や

拡張による発着枠の拡大が図られた。予算規模の面でもこ

れらに都市の空港に多くが投じられてきた 21)。また、空港

の容量に制約がある中で、特に羽田空港の発着枠をどのよ

うに配分するかが重要な政策的イシューになってきた 14)。 

 地方空港の整備とその接続先である大都市圏の空港の整

備は、拡充が図られた都市の航空便の充実につながると想

定される。他方で、接続先が東京・大阪など特定の都市に

限られていた場合、これら大都市に集中した構造のネット

ワークとなると考えられる。また、東京・大阪の空港容量

の不足が、機材の大型化と弾力性の乏しいダイヤ設定を地

方空港に強いた側面も指摘されている 21)。特に国際線に関

しては、容量の不足した空港に就航できない場合の代替地

として異なる空港に就航する場合もあると考えられる。 

 以上の議論を踏まえると、日本の航空政策の展開には、

より特定都市に集中するネットワーク構造をもたらす要素

と、分散的なネットワークに寄与する要素が含まれている

ことが分かる。その中で、時代ごと、国内線・国際線ごと

にどちらの影響がどの程度強く働いてきたかを明らかにす

る必要がある。次章以降で、こうした政策による影響を含

めてネットワークがどのように展開してきたかを論じる。 

3. データと分析手法 

人・情報が流れるパイプライン、交通圏の拡大、観光の

ゲートウェイという上述の問題関心からすると、都市間が

航空便により接続されており、高頻度に運航される航空便

のサービスが提供されることが重要になる。そこで、本稿

では、航空便の有無と運航回数に重きを置いた分析を展開

し、必要に応じて旅客数をも参照する。 

国内線については、『航空輸送統計年報』を用いて、45・

47体制確立直前の1969年以降2019年まで十年間隔（1969

年、1979年、1989年、1999年、2009年、2019年）で路線

別の運航回数と旅客数を取得し分析対象とする。ただし、

1969年・1979年の『航空輸送統計年報』は定期航空路線の

みではなく、路線不定期を含んでいることに留意する必要

がある。また、米国統治下にあった1969年の沖縄県につい

ては、国際線として収録されている那覇発着便のみ集計し

ている。 

欠航を考慮した上で、両方向に一日当たり1便程度以上

の運航回数のあるダイヤが組まれている路線を対象とする

という趣旨から、年間往復600回以上の路線を分析対象と

する。 

国際線については、テンミリオン計画（1986年）による

海外旅行推進が行われ旅行者数が大きく増加した 1989 年

以降2019年まで十年間隔の4時点（1989年、1999年、2009

年、2019年）を対象に分析する。各年8月号の『JTB時刻

表』により、週当たりの日本発の空港間運航数を捕捉した。 

国内線・国際線共通して経由便の場合は、出発地・経由

地・到着地相互間が直接結ばれていると見なす。例えば、

A 空港から B 空港を経由して C 空港に向かう路線がある

場合、A-B、A-C、B-Cの三路線が存在すると見なすという

ことである。航空産業は新型コロナウイルス感染症の流行

で大きくダメージを受けたが、本研究の対象とする最新年

は 2019 年であり、感染症の影響のない推移を把握するこ

とを目指すものである。 

また、都市間の連結状況を把握するという趣旨から、同

時に複数の空港で定期便が存在した都市は、全ての空港を

ひとまとめにして扱う。対象とするのは、日本国内では東

京（羽田・成田・調布）、大阪（伊丹・関西・神戸）、札幌

（千歳・新千歳・丘珠）、名古屋（小牧・中部）、広島（広
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島西・広島）とし、日本国外では、ソウル（金浦・仁川）、

台北（松山・桃園）、上海（虹橋・浦東）、バンコク（ドン

ムアン・スワンナプーム）、ニューヨーク（ケネディ・ラガ

ーディア・ニューアーク）、ワシントンD.C.（レーガン・ダ

レス）、ロンドン（ヒースロー・ガトウィック）、モスクワ

（シェレメーチエヴォ・ドモジェドヴォ）とする。 

以上のようなデータの入手と整理を行った上で、国内線

については、路線の有無・運航回数・旅客数（いずれも往

復での集計）に関して、集計を行い各年比較を行うととも

に、社会ネットワーク分析を展開し、中心性など所指標の

分析を行う。国際線については、路線の有無・運航回数を

集計して分析する。 

本研究で用いる社会ネットワーク分析は、社会科学にお

いて発展してきた、様々な分野に応用可能な手法であり、

研究における単位間の関係をネットワークとして操作可能

な形で示し、つながりの構造を明らかにするものである
23)24)。社会ネットワーク分析では、数学の一分野であるグラ

フ理論に従って、ネットワークをノード（点）とエッジ（線）

で表現する。 

本稿では、社会ネットワーク分析において用いられる指

標のうち、以下のものを採用して分析を展開する。これら

は先行研究 3)4)5)において社会ネットワーク分析を航空ネッ

トワークに適用する際に用いられてきたものの一部である。 

 国内線での分析に用いる指標は、以下の通りである。な

お、ここでは都市をノード、航空路線をエッジとしている。

また、ここで言う距離とは空間上での距離とは異なり、ネ

ットワーク上であるノード間を結ぶときに経由する必要が

あるエッジの数である。つまり、航空ネットワークにおい

ては空港間を移動するのに必要な乗り継ぎ数である。この

定義に基づいたある二つのノードの組み合わせに対しての

最短距離を最短パス長と呼ぶ。 

・クラスタリング係数（平均値） 

あるノードと隣接している（距離が1である）ノード同

士もまた隣接している（この時、あるノードと、そのノー

ドと隣接すると同時に相互に隣接しているノードでクラス

ターを形成しているという）割合を示す値で、ノード i の

クラスタリング係数は以下のように定義される。 

𝐶𝑖 = 2𝐸𝑖/𝑘𝑖(𝑘𝑖 − 1)

ただし、𝐸𝑖はノード iを含むクラスターの数、𝑘𝑖はノード i

に隣接するノードの数である。都市が三つ以上で航空便に

より相互に接続している関係がどの程度あるのかを示す。 

・平均パス長 

全てのノードの組み合わせについての最短パス長の平均

値である。国土全体で見た都市相互の接続性を明らかにす

る。 

・次数 

あるノードと隣接するノードの数である。この値は就航

都市の数に対応し、個別都市を見て値が大きければ多くの

都市と航空便により直結していることになる。 

・近接中心性 

あるノードから他の全てのノードへの最短パス長の平均

値の逆数をとったものである。以下の式により定義される。 

𝐶𝐶𝑖 = (𝑛 − 1)/∑ 𝑑𝑖𝑗
𝑗

ただし、𝑑𝑖𝑗は i と j の最短経路の距離、n はノード数であ

る。個別都市を見て値が大きければより多くの都市に少な

い乗り継ぎ数で到達できることになる。 

・媒介中心性 

あるノードが他のノード間の最短パス上に入っている割

合である。以下の式により定義される。 

𝐵𝐶𝑖 = ∑ ∑
𝜎𝑠𝑡(𝑖)

𝜎𝑠𝑡𝑠(𝑠≠𝑠, 𝑖)𝑠(𝑠≠𝑖)

ただし、 𝜎𝑠𝑡は sと tの最短経路の数、 𝜎𝑠𝑡(𝑖) はそのうち

iを通るものの数である。個別都市を見て値が大きければ、

経由地として重要な位置を占めており、その都市で航空便

が運航できなくなるような支障が生じた場合は、大きな影

図-1：国内線の運航回数と旅客数の推移 
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響が生じると言える。 

 以上のような指標を複合的に見ることで、集中的である

のか分散的であるのか、集中的であるならどこに集中して

いるのか、といったネットワークの特性を明らかにするこ

とができる。 

4. 国内線の分析 

まず、運航回数と旅客数を示して、分析対象期間の国内

航空の変化を概観する（図-1）。1979 年以降の 5 時点の航

空輸送統計年報では、千歳／新千歳・羽田・成田・伊丹・

関西・福岡・那覇の相互間を結ぶ路線を幹線、それ以外の

路線をローカル線としている。これに倣いつつ、先述の都

市ごとに集計する手続きを反映して、ここでは札幌・東京・

大阪・福岡・那覇の相互間を結ぶ路線を幹線とし、それ以

外をローカル線とする。また、旅客数は対数目盛で示して

いることに留意する必要がある。全体に分析期間のほとん

どで運航回数・旅客数とも増加傾向であるが、規制緩和に

よる競争環境の構築が低調で世界金融危機の影響を受けた

2009年は減少しているカテゴリーが見られる。旅客数の伸

び率では、45・47体制により保護政策がとられ、空港整備

法による空港整備の初期に当たる1970年代が顕著である。

1969年時点では幹線、次いで大阪発着のローカル線が運航

回数・旅客数とも多かったが、その後は東京発着のローカ

ル線の増加が顕著で、二眼レフ構造から東京一極集中構造

表-1：各年の国内線航空ネットワークの特性 

1969年 1979年 1989年 1999年 2009年 2019年

47 61 66 64 78 79

178 224 239 277 276 287

216,927 351,163 420,746 582,971 709,998 851,994

21,311,342 80,655,786 116,068,460 177,621,620 166,954,816 212,365,560

0.710 0.697 0.660 0.780 0.647 0.739

平均パス長 2.279 2.487 2.565 2.154 2.415 2.349

次数 東京 35 35 35 45 49 52

大阪 18 26 26 38 29 29

福岡 11 14 17 21 18 24

札幌 5 15 19 27 21 27

那覇 1 13 19 18 23 27

仙台 1 6 5 8 8 9

名古屋 6 15 16 25 24 24

広島 5 2 5 7 6 4

鹿児島 10 16 17 20 17 14

近接中心性 東京 0.428 0.473 0.488 0.572 0.657 0.681

大阪 0.331 0.434 0.448 0.527 0.531 0.545

福岡 0.296 0.379 0.411 0.441 0.479 0.513

札幌 0.262 0.354 0.385 0.463 0.463 0.513

那覇 0.241 0.379 0.414 0.429 0.504 0.533

仙台 0.241 0.326 0.320 0.348 0.434 0.451

名古屋 0.256 0.372 0.404 0.459 0.497 0.525

広島 0.262 0.300 0.357 0.371 0.426 0.422

鹿児島 0.296 0.379 0.394 0.429 0.476 0.475

媒介中心性 東京 0.204 0.211 0.231 0.234 0.451 0.470

大阪 0.055 0.131 0.114 0.123 0.132 0.095

福岡 0.016 0.044 0.059 0.038 0.056 0.090

札幌 0.009 0.056 0.106 0.059 0.056 0.080

那覇 0.000 0.110 0.160 0.027 0.103 0.109

仙台 0.000 0.001 0.000 0.001 0.001 0.001

名古屋 0.001 0.022 0.032 0.029 0.051 0.040

広島 0.001 0.000 0.006 0.001 0.002 0.000

鹿児島 0.058 0.061 0.065 0.076 0.090 0.077

ノード数

エッジ数

総運航回数

総旅客数

クラスタリング係数（平均値）
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への転換を跡付けることができる。幹線も 1999 年以降は

伸びが著しく、規制緩和による新規参入の影響がある程度

生じていると考えられる。上記以外のカテゴリーも、2009

年を除いては、運航回数・旅客数とも増加する傾向が確認

できるが、東京発着ローカル線と比較すると伸び幅は相対

的に小さい。 

 次に、表-1に第三章で論じた諸指標を含む各年代のネッ

トワークの特性を示す。なおここでは、路線の重みづけは

していない。次数と中心性については、幹線が結ぶ五都市

と、それ以外で就航都市の多い仙台・名古屋・広島・鹿児

島の値を表示した。時期により増加幅に差はあるものの、

ノード数・エッジ数・旅客数は全年代で増加しており、ネ

ットワークの拡大傾向が見て取れる。旅客数も世界金融危

機の影響があった 2009 年以外は増加している。クラスタ

リング係数は 0.6から 0.8の間で、平均パス長は 2と 3の

間で推移している。各国の分析で示されている傾向同様、

ランダムネットワークに比べてクラスタリング係数は高く、

密度の高いネットワークが形成されていると言える。 

図-2：都市別国内線運航回数の順位規模曲線 

次数を見ると、東京では1989年まで停滞した後、増加傾

向となっており、羽田空港の整備による発着枠拡大や、新

規航空会社の参入が寄与していると考えられる。対して大

阪では関西国際空港後の1999年にピークに達した後、2009

年に減少し回復していない。一方、福岡・札幌・那覇では

2019 年の次数が最も大きく（同数含む）、これら東京と離

れた主要都市でのネットワークの拡大が確認できる。近接

中心性は算出したいずれの都市においても、経年的に値が

大きくなる傾向にあり、ネットワークの拡充が見て取れる。

大阪は先述の関西国際空港開港時の上昇幅が大きい。媒介

中心性は、1969 年時点で東京が他を大きく凌駕しており、

この観点では当初より東京に集中したネットワーク構造で

あったことが分かる。その後も東京と他都市の差が大きく

なっている。それ以外では離島航路の焦点となっている那

覇の媒介中心性が高く、2019 年には大阪を上回っている。 

都市別国内線運航回数の順位規模曲線（各年30位まで）

を図-2 に示す。次数が冪分布に従うスケールフリー性は

様々なネットワークで確認されている 25)。航空ネットワー

クにおいても、都市の人口規模等が冪分布に従う中で、供

給上の制約がない、あるいはその影響が同程度に作用して

いるならば、冪分布に従うと想定される。順位、運航回数

を双方対数で表示した結果、いずれの年も右下がりの直線

に近くなっており、冪分布に従うスケールフリー性が確認

できる。これも他国と同様の傾向である。ただし、新しい

年ほど上位の傾きが急である。空港の整備により特に東京

における供給制約が選択的に解消された結果、あるいは航

空需要を生み出す前提としての人口・経済活動の分布が変

化し東京一極集中の傾向が強まった結果であると解釈でき

る。また、特に 1979年から 1989年、1999年から 2009年

の変化が大きく各期間の規制緩和の影響も想定される。新

幹線等他の交通機関の整備は、東京発着の交通を代替する

場合には東京の発着回数を減らす効果をもたらすと期待さ

れるが、上記を上回るほどの影響はもたらしていないと考

えられる。 

 ただし、航空便が結ぶ空間上の距離分布は時代により大

きく変化している。図-3は、各年で運航距離別の運航回数

の構成比を示したものである。例外はあるものの、基本的

に短距離の構成比が低下し、長距離の構成比が拡大してい

る。鉄道や道路の整備により航空便の優位性が失われる区

間もある中で、長距離の移動手段としての役割を拡大して

いることが分かる。 

図-3：運航距離別国内線運航回数構成比 

図-4：平均座席数100席以下の路線の数の推移 

 本稿が関心を持つネットワーク構造の観点で、規制緩和

が分散的なネットワーク形成へ影響を与えていると想定さ
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れるのはコミューター航空の普及である。コミューター航

空について統一された定義は存在しないが、「客席数が１０

０席以下かつ最大離陸重量が５０トン以下の航空機で定期

的旅客輸送を行うもの」26)とする場合がある。ここではこ

の定義を参照しつつ旅客輸送に関心があることから客席数

に着目し、一便あたり平均座席数が100席以下の路線（空

港間ベース）を抽出して分析することとする。まず、図-4

では、平均座席数100席以下の路線の数の推移を示してい

る。発着地を東京、大阪、福岡、札幌、那覇、その他に分

けて集計している（掲げた都市相互間の路線は先に名前を

示した年に集計）。1969 年時点は航空需要の乏しさや大型

機材に対応した空港の少なさから、平均座席数100席以下

の路線が多く存在したが、1999 年にかけて減少していき、

特に東京・大阪発着路線の減少は顕著であった。しかし、

その後は増加に転じている。1999 年から 2009 年にかけて

大阪の次数は減少しているが、対東北地方など一部の路線

は小規模機材で維持され、減少幅が軽減されている。2009

年から 2019 年にかけては福岡・札幌の次数が増加してい

るが、コミューター航空の普及も寄与している。次に、図

-5では、平均座席数100席以下の路線の運航回数が総運航

回数に占める構成比を、三種類に分けて集計している。す

なわち、発着地のいずれかに北海道・本州・四国・九州・

沖縄本島以外の空港を含む「離島航路」、離島航路以外で北

海道、関東、中部、近畿、中四国、九州（沖縄を含まない）

のうちで完結する「非離島の広域圏内航路」、上記二類型以

外の「非離島の広域圏際航路」である。1999年以降の構成

比上昇には、「非離島の広域圏際航路」の寄与が大きく、コ

ミューター航空が広く国土の各地を結んでいることが確認

できる。 

図-5：平均座席数100席以下の路線の運航回数の類型別構

成比 

 国内線の分析から得られる知見をまとめると、社会ネッ

トワーク分析や順位規模分布により国内航空ネットワーク

全体の変化を示すことで、長期的に見て東京に集中する傾

向の強いネットワーク構造に変化してきていることが明ら

かになった。その中で、札幌や福岡、那覇の中心性の上昇

も確認できる。他方、コミューター航空という形でネット

ワークの一部に着目すると、分散的なネットワークを形成

する要素として寄与していることが示された。 

5. 国際線の分析 

図-6に8月の週当たり国際線運航便数を示す。1989年か

ら総便数は一貫して増加しているが、特にインバウンド観

光客が顕著に増加した2009年から2019年の間の増加が著

しい。国内線とは反対に、1989年が東京の占める割合が最

も大きく、時代が下るほどに低下する傾向がある。関西国

際空港・中部国際空港開港後の大阪・名古屋における便数

の増加も確認できるほか、2019年の増加は大阪の増加幅が

際立っている。東京の空港の逼迫や、ポイント・ツー・ポ

イントの路線網を構築する LCC の傾向が現れていると考

えられる。 

図-6：週当たり国際線運航便数 

都市別国際線運航回数の順位規模曲線を図-7に示す。国

際線は東京への集中が国内線以上に顕著であり、いずれの

時点においても大きく右下がりのグラフになっている。た

だし、新しい年ほど大阪をはじめ東京以外の運航便数の相

対的拡大がみられ、傾きは小さくなりつつある。 

図-7：都市別国際線運航回数の順位規模曲線 
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 表-2に、国際線就航都市（対日本便が就航している海外

の都市）数の集計を示す。運航便数の増加と同様に、後ろ

の年代ほど就航する都市の数も増える傾向にある。ここで

も東京一極集中の傾向は確認でき、1989 年時点では 92 都

市中の 91都市、2019年では 135都市中の 116都市で東京

便が就航しており、対日本では東京便のみ就航している都

市も多い。ここで、2019年の大阪は特徴的な傾向を示して

おり、75都市への航空便が就航する中で、13都市は対日本

では大阪便のみの都市となっている。インバウンド需要が

多い大陸中国の都市が多く、独自の接続を形成している。 

表-2：国際線の就航都市数 

6. まとめと政策的示唆 

本稿は、人・情報が流れるパイプライン、交通圏の拡大、

観光のゲートウェイといった観点で航空路線のネットワー

クの充実が重要であるという視座に立ち、日本の航空ネッ

トワークの歴史的変遷を分析した。 

 まず、戦後の日本の航空ネットワークにまつわる政策を

規制と空港の整備の二つの要素から整理し、集中的なネッ

トワークの形成に資する要因と分散的なネットワークの形

成に資する要因が包含されていることを示した。 

 国内線のネットワークでは、様々な社会ネットワーク分

析の指標や順位規模分布から判断できる全体の傾向として

は、東京・大阪の二眼レフ構造から東京一極集中構造への

変化を示すと同時に、札幌・福岡・那覇といった東京から

離れた都市のネットワークが拡充する傾向にあることを指

摘した。このことは、従来指摘されていた様々な要因の影

響を、社会ネットワーク分析や順位規模分布により統合的

に把握したことによる成果である。その上で、コミュータ

ー航空が現状のネットワークを分散的にし、それがなけれ

ば結ばれていなかった都市間の接続に貢献していることを

明らかにした。 

 すなわち、集中的なネットワークにつながる要因と分散

的なネットワークにつながる要因が双方ある中で、東京の

空港整備等による供給制約の解消など集中的なネットワー

クへ変化する傾向が示される一方で、コミューター路線な

どネットワークの一部を取り出すと分散的なネットワーク

が形成されるような変化も確認できる。 

 これに対し、国際線のネットワークは東京一極集中から

の分散が進んでいる。依然として東京が運航便数・就航都

市数で大きな位置を占めているが、近年のインバウンド観

光客の増加の中で、大阪とのみ接続する都市も多くみられ

るようになっている。 

 以上から得られる政策的示唆として、以下の点が指摘さ

れる。国内線については、規制緩和や空港整備は航空ネッ

トワークの拡充により国民生活の向上や経済活動の効率化

に寄与した一方で、全体としてはより集中的なネットワー

ク構造をもたらしてきたことを認識した上で政策を展開す

る必要がある。国土的な情報流・交通圏の形成に資すると

いう観点から、分散的なネットワークの形成につながるコ

ミューター航空路線の拡充の促進が重要であると考えられ

る。かつてコミューター航空は条件不利地域に滑走路の短

い空港を新設しその地域のアクセスを向上する役割が期待

されたが 19)、2019年時点のネットワークでは、大阪対東北

に象徴されるように、大型機材を就航させる設備のある既

存空港間を広域的に接続する役割を果たしている。札幌・

福岡・那覇のような最上位レベルの都市だけでなく、仙台

や広島などこれに準じるレベルの就航都市数を現状持つ都

市でも、一定の促進策を講じることでさらにネットワーク

が拡充できる可能性があろう。対して、国際線では、すで

に指摘されているように、大空港での受け入れの増大には

限界があると想定される中で 2)、地方空港の活用が期待さ

れる。現在、路線の拡大が生じている大阪では、東京とは

接続していない独自の都市との接続も確認されており、観

光目的の接続であっても、新たな情報や人のパイプライン

を生むことが想定できる。国内需要を想定した空港整備政

策で拡充された地方空港は、当初の目的とは異なるが、国

際的接続の機能が期待される。 

 本稿での分析は、各年の実態を整理したにすぎず、その

ような状態が生じた理由については検討できていない。ま

た、航空ネットワークと都市の経済や人口等の関係につい

ても議論されていない。これらは今後の課題である。 
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